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はじめに

　教育施策の推進にあたり、近年エビデンスが非常に重
要視されている。
　本年３月に公表された中央教育審議会「次期教育振興
基本計画について（答申）」においても、教育政策の持
続的改善のための評価・投資等の在り方の中で、客観的
な根拠を重視した教育政策のＰＤＣＡサイクルの推進、教
育データ（ビックデータ）の分析に基づいた政策の評価・
改善の促進等が挙げられている。
　浜松市では、「第３次浜松市教育総合計画～はままつ人
づくり未来プラン～（以下「未来プラン」という）」において、
エビデンスに基づく教育施策の推進に取り組んでいる。

1．第３次浜松市教育総合計画
～はままつ人づくり未来プラン～

　未来プランは、平成２７年度から令和６年度までの１０年
間を基本構想とし、各施策・取組の実施計画を５年ごと
の前期・後期に分けている。
　令和２年度から令和６年度までを計画期間とする後期計
画では、３つの方針・７つの政策のもと、２３の施策を推
進しており、施策に基づく取組を実施したことによって子
供や教職員、保護者等に表れる意識や実態を、「成果指標」
として設定している。

【未来プラン計画体系図・成果指標】

２．取組状況調査・実態把握調査の実施

　本市では、未来プランを着実に推進していくため、ＰＤ
ＣＡサイクルの考えに基づき、各施策の関係課及び学校
を対象とした取組状況調査と、教員・児童生徒・保護者
等を対象とした実態把握調査を毎年度実施している。
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　なお、各調査の結果は、次年度の教育課程編成等に活
用できるよう、学校別シートを作成して各学校へフィード
バックしている。
　前期計画においても２つの調査を実施していたが、紙
ベースでの調査が教員の負担となっていたことや、調査
対象の学年は固定していたものの、対象となる子供が毎
年度異なり正しい分析に繋げることが難しかったことから、
後期計画では次のように調査方法等を見直して実施して
いる。

(1) 関係課の取組状況調査
　関係課（７部２５課）に対し、各施策に関する取組の具
体的内容と取組に対する評価を調査
○調査時期：毎年１２月
○調査方法：Excel 調査シート
○評価方法：取組の進捗を４段階で評価

Ｓ：進んでいる、Ａ：計画通り
Ｂ：遅れている、Ｃ：未実施

○取 組 数：１７３（令和４年度調査）

(2) 学校の取組状況調査
　市立小中学校１４４校（小学校９６校、中学校４８校）に
対し、各施策に関する学校全体の取組状況を調査
○調査時期：毎年１０月
○調査方法：グループウェアのアンケート機能
○回答内容：設問ごとに学校全体で取り組んでいる項目

を回答（複数回答可）
○集計方法：全体、校種別に集計、各設問の回答割合を

算出
○設 問 数：１７（令和４年度調査）

(3) 実態把握調査
　調査対象ごとに未来プランの各施策に関連する設問を
設定し調査
　設問は、後期計画の成果指標、本市総合計画の基本
計画に係る指標、全国学力学習状況調査など国の調査等
を参考に設定
○調査時期：毎年１０月
○調査対象：

• 校長、教頭、主幹教諭、通常学級において授業を担
当する教員《任期付職員・臨時的任用職員・再任用

職員（フルタイム）含む》
• 調査対象校の児童生徒とその保護者
　（同一集団に３年間継続調査）
• 調査対象校の地域住民
　（学校評議員、学校運営協議会委員等）

《調査対象校》
• エリア、校種、学校規模等を考慮し、２つのグルー

プを設定（令和４年度は全校対象）

年度
調査対象 R2 R3 R4 R5 R6

児
童

グループ1
（48校）

小
４

小
５

小
６

グループ2
（48校）

小
４

小
５

小
６

生
徒

グループ1
（24校）

中
１

中
２

中
３

グループ2
（24校）

中
１

中
２

中
３

※グループ１（以下、Ｇ１）、グループ２（以下、Ｇ２）

○調査方法：
　《教員》グループウェアのアンケート機能
　《児童生徒・保護者》Google フォーム
　《地域住民》紙媒体または Google フォーム
○回答内容： 各設問について以下の選択肢から当てはま

るものを回答
「１ 当てはまる」
「２ どちらかといえば当てはまる」
「３ あまり当てはまらない」
「４ 当てはまらない」

※選択肢１、２を「肯定的回答」とする。
※児童生徒については、回答しやすいように設問に合

わせて選択肢の表記を変えている。
○集計方法：全体、校種別、学校別に集計、各設問の肯

定的回答割合を算出
○設 問 数（令和４年度調査）
　《教 　 員》４２　《児童生徒》３４
　《保 護 者》２７　《地域住民》　８



7教育委員会月報　2023年6月号　 Series  地方発！我が教育委員会の取組　

３．各調査結果の分析

　取組状況調査と実態把握調査の結果を基に、有識者（静
岡大学教育学部　村井大介氏）との連携により、次の視
点・方法で分析を行っている。

(1) 分析の視点
• 実態把握調査における教員・児童生徒・保護者・地域

住民の実態の変容を経年で見取り、取組の成果を図る。
• 関 係 課 の 取 組（Input）、 学 校 の 取 組と教 員 の 実

態（Output）、児童生徒・保護者・地域住民の実態
（Outcome）との関連について、分析を行う。

【分析イメージ】

○調査方法： 

《教員》グループウェアのアンケート機能 

《児童生徒・保護者》Googleフォーム 

《地域住民》紙媒体またはGoogleフォーム 

○回答内容： 各設問について以下の選択肢から 

当てはまるものを回答 

「１ 当てはまる」 

「２ どちらかといえば当てはまる」 

「３ あまり当てはまらない」 

「４ 当てはまらない」 

※選択肢１、２を「肯定的回答」とする。 

※児童生徒については、回答しやすいように

設問に合わせて選択肢の表記を変えている。 

○集計方法：全体、校種別、学校別に集計、 

各設問の肯定的回答割合を算出 

○設 問 数（令和４年度調査） 

《教  員》４２ 《児童生徒》３４ 

《保 護 者》２７ 《地域住民》 ８ 

―――――――――――――――――――― 

３３．． 各各調調査査結結果果のの分分析析  

―――――――――――――――――――― 

 取組状況調査と実態把握調査の結果を基に、有

識者（静岡大学教育学部 村井大介氏）との連携

により、次の視点・方法で分析を行っている。 

((ｱｱ)) 分分析析のの視視点点  

・実態把握調査における教員、児童生徒、保護者、

地域住民の実態の変容を経年で見取り、取組の

成果を図る。 

・関係課の取組（Input）、学校の取組と教員の実

態（Output）、児童生徒・保護者・地域住民の実

態（Outcome）との関連について、分析を行う。 

 
 

 
 
 
 

 

 

                     

 

 

 

 

((ｲｲ)) 分分析析のの方方法法  

①① 関関係係課課のの取取組組状状況況調調査査  

評価Ｂ・Ｃの取組については、各課において

次年度に向けた改善策を検討 

 

②② 学学校校のの取取組組状状況況調調査査 

各取組内容について、経年比較と校種間での

比較を実施 

 

 

 

 

関係課の取組 
ＩＩｎｎｐｐｕｕｔｔ  

学校の取組 

教員の実態 
OOuuttｐｐｕｕｔｔ  

児童生徒 地域住民 保護者 

《《実実態態＝＝成成果果指指標標》》  OOuuttccoommee  

【分析イメージ】 

(2) 分析の方法
① 関係課の取組状況調査
　評価Ｂ・Ｃの取組については、各課において次年度に
向けた改善策を検討

② 学校の取組状況調査
　各取組内容について、経年比較と校種間での比較を実施

③ 実態把握調査
ア教員
　各設問について、肯定的回答割合の経年比較、校種間
での比較を実施

イ児童生徒・保護者
　各設問について、同一集団での肯定的回答割合の経年
比較、異集団（Ｇ１とＧ２）の同一学年での肯定的回答割
合の比較を実施
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ウ地域住民
　各設問について、肯定的回答割合の経年比較、校種間
での比較を実施

エ重点施策
　未来プランの重点施策「キャリア教育」「教育の情報化」

「コミュニティ・スクール」について、有識者による分析
を実施
　令和４年度は、各施策の成果指標を基に、次の観点から
分析

○同一集団での肯定的回答割合について令和２年度と令
和４年度を比較

○異集団（Ｇ１とＧ２）の同一学年での肯定的回答割合
について比較

○成果指標達成校と未達成校の比較
χ２検定※で有意な差（５％水準）が生じている項目を
抽出
※２つの変数の間に関係があるかどうかをみる分析法

4．分析結果を踏まえた評価・検証

　未来プランの推進体制として、教育長、教育委員のほ

か、学校代表、有識者で組織する「はままつ人づくり未
来プラン推進委員会（以下「推進委員会」という）」、関
係課で組織する重点施策の推進部会を設置している。
　推進委員会では、推進部会での協議結果や各調査の分
析結果等について報告を受け、計画に基づく取組の評価・
検証を行うとともに、有識者の意見を参考に、検証結果
を踏まえた施策の改善策等について協議している。

【推進委員会の様子】

　なお、評価・検証結果を次年度の施策推進に活かすと
いう観点から、年度末までに結果をとりまとめ、「教育委
員会点検・評価報告書」にて公表している。

【令和４年度　教育委員会点検・評価報告書】
https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/
documents/15093/r4tenkenhyoka.pdf

【未来プラン推進体制】

https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/documents/15093/r4tenkenhyoka.pdf
https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/documents/15093/r4tenkenhyoka.pdf
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おわりに

　令和４年度は、後期計画の中間年にあたることから、第
４次浜松市教育総合計画（以下「第４次計画」という）の
策定を見据えて、全市立小中学校を対象に調査を実施し、
有識者の意見を踏まえて調査結果の分析と評価・検証を
行った。
　関係課や学校の調査では、取組が着実に推進されてい
ることが確認できた。また、児童生徒・保護者・地域住
民の調査では、２６項目の成果指標のうち、９項目で目標
値を達成し、１１項目で昨年度より数値が上昇した。以上
から、未来プランに掲げる施策が着実に推進されている
ことが確認できた。
　今年度からは、第４次計画の策定委員会を設置し、未
来プラン全体の評価・検証を行うとともに、次期教育振
興基本計画をはじめとする国の教育施策の動向や、本市
の教育に対する期待・ニーズなどについて、保護者や市
民の意見を踏まえながら計画策定を進めていく。
　併せて、新たな評価・検証の方向性についても議論を
展開し、第４次計画においてもエビデンスに基づく教育政
策を更に推進していきたいと考えている。


